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2Ⅰ．審査会合におけるコメント

 前回審査会合（2020年7⽉30⽇）において、⼤飯発電所３，４号機⽕災感知器増設に係る
設計及び⼯事計画認可申請の概要等を説明した際に頂いたコメントを以下に⽰す。

No. コメント内容 章（頁）

1 許可整合の資料について、記載内容を⾒直し改めて説明すること
Ⅱ（３～１５）

2
⽕災防護審査基準改定後の2.2.1（１）①についても適合性について説
明すること Ⅲ（１６、１７）

3 消防設備⼠の品質プロセスへの関与について説明すること
Ⅳ（１８、１９）

4 ⾼線量エリアについて、⼊⼝で検知することでも早期感知が可能であることを
説明すること －

5 海⽔管トンネルエリア及びCV⾼天井エリアについて、消防法と同等であること
を説明すること －

本⽇の回答範囲

審査会合でのコメントを踏まえ、2020年10⽉８⽇に補正申請を実施
次回会合の回答範囲



3Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（1/8）

 設置許可（添付⼋）では、各⽕災区域⼜は⽕災区画において異なる種類の⽕災感知器を設置する⽅針を記載しているのに対し、
今回の設⼯認では、感知器BF要求に対応する観点から、１つの⽕災区域⼜は⽕災区画を更に複数のエリアに細分化し、各エリアの
環境条件や⽕災の性質を考慮して感知器設計を実施している。

 今回申請において、各⽕災区域⼜は⽕災区画に異なる種類の感知器を設置する⽅針は設置許可から変更はないが、⽕災区域
内⼜は⽕災区画内の⼀部エリアに対する感知器設計を記載するにあたり、「⽕災区域⼜は⽕災区画」とその内部の⼀部エリアどち
らの設計⽅針かについて識別が不⼗分であったため、基本設計⽅針の記載を⾒直すこととする。

⽕災区画 設置許可における
感知器設計

⽕災区画内の
細分化エリア

今回の設⼯認申請
における感知器設計

原⼦炉
格納容器

・アナログ式の煙感知器
・アナログ式の熱感知器
（⼀部アナログ式でない
防爆型）

⼀般エリア ・アナログ式の煙感知器
・アナログ式の熱感知器

⾼放射線
エリア

・アナログ式の煙感知器
・アナログ式でない防爆型
の熱感知器

⾼天井エリア ・アナログ式の煙感知器
・アナログ式の熱感知器
・アナログ式でない炎感知器

例︓原⼦炉格納容器

煙＋熱 煙＋熱

煙＋熱 煙＋熱熱＋エリア近傍に煙

熱＋エリア近傍に煙

原⼦炉格納容器内のイメージ

炎感知器

熱＋エリア近傍に煙
煙+熱煙＋熱

設置許可（添付⼋）の記載範囲

設⼯認（基本設計⽅針、⽕災防護に関する説明書）の記載範囲

今回申請における基本設計⽅針について、設置許可（添付⼋）
の記載を踏襲しつつ、各⽕災区域内⼜は⽕災区画内の感知器設
計をエリア毎に細分化して記載するように修正する。

⾼天井エリアは、前回審査会合での議論を踏まえ、
アナログ式の煙／熱感知器を追加し、炎感知器を
⾃主設備から申請対象設備に変更する。

炎感知器

︓⾼放射線エリア
︓⼀般エリア ︓⾼天井エリア

︓⽕災区画
（凡例）

オペレーティングフロア



4Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（2/8）

設置許可申請書（本⽂）
(c-3-1) ⽕災感知設備 ⽕災感知器は、環境条件や⽕災の性質を考慮して型式を選定し、固有の信号を発する異なる種類を組みわせて設置する設計とする。

設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
1.7.1.3.1 ⽕災感知設備
1.7.1.3.1.2 固有の信号を発する異なる⽕災感
知器の設置
⽕災感知設備の⽕災感知器は、「1.7.1.3.1.1
⽕災感知器の環境条件等の考慮」の環境条件等
や⽕災感知器を設置する⽕災区域⼜は⽕災区画
の安全機能を有する機器の種類に応じて予想され
る⽕災の性質を考慮し、⽕災を早期に感知できる
よう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、
アナログ式の熱感知器、アナログ式でないが、炎が
発する⾚外線⼜は紫外線を感知するため、煙や熱
が感知器に到達する時間遅れがなく、⽕災の早期
感知に優位性がある炎感知器から異なる種類の感
知器を組み合わせて設置する設計とする。

（２）⽕災の感知及び消⽕
ａ．⽕災感知設備
⽕災感知設備のうち⽕災感知器（「３号機設備」、「３・
４号機共⽤、３号機に設置」、「１・２・３・４号機共⽤、
３号機に設置」（以下同じ。））は、⽕災区域⼜は⽕
災区画における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気
流等の環境条件、予想される⽕災の性質（急激な温度
変化、煙の濃度の上昇、⾚外線量の上昇）を考慮し、⽕
災を早期に感知できるよう、固有の信号を発するアナログ
式の煙感知器、アナログ式の熱感知器、アナログ式ではな
いが、炎が発する⾚外線⼜は紫外線を感知するため、煙
や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、⽕災の早期感
知に優位性がある炎感知器から異なる種類の⽕災感知
器を組み合わせて設置する設計を基本とする。

（２）⽕災の感知及び消⽕
ａ．⽕災感知設備
⽕災感知設備のうち⽕災感知器（「３号機設備」、「３・
４号機共⽤、３号機に設置」、「１・２・３・４号機共⽤、
３号機に設置」（以下同じ。））は、⽕災区域⼜は⽕災
区画における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流
等の環境条件、予想される⽕災の性質（急激な温度変
化、煙の濃度の上昇、⾚外線量の上昇）を考慮し、⽕災
を早期に感知できるよう、固有の信号を発するアナログ式の
煙感知器、アナログ式の熱感知器、アナログ式ではないが、
炎が発する⾚外線⼜は紫外線を感知するため、煙や熱が
感知器に到達する時間遅れがなく、⽕災の早期感知に優
位性がある炎感知器から異なる種類の⽕災感知器を組み
合わせて設置する設計とする。

設置許可と
整合してい
る。

なお、アナログ式の⽕災感知器は、平常時の状況
（温度、煙の濃度）を監視し、かつ⽕災現象（急
激な温度や煙の濃度上昇）を把握することができ
る設計とする。
アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所
には設置せず、アナログ式の熱感知器は作動温度
を周囲温度より⾼い温度で作動するものを選定す
ることで、誤作動を防⽌する設計とする。
アナログ式でない炎感知器には、⾚外線を感知す
る⽅式と紫外線を感知する⽅式の２種類があるが、
炎特有の性質を検出することで誤作動が少ない⾚
外線⽅式を採⽤する。アナログ式でない炎感知器
の誤作動を防⽌するため、屋内に設置する場合は、
外光が当たらず、⾼温物体が近傍にない箇所に設
置することとし、屋外に設置する場合は、視野⾓へ
の影響を考慮した太陽光の影響を防ぐ遮光板の設
置や防⽔型を採⽤する設計とする。

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設
置せず、アナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度よ
り⾼い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防
⽌する設計とする。

アナログ式でない炎感知器の誤作動を防⽌するため、ア
ナログ式でない炎感知器を屋内に設置する場合は、外光
が当たらず、⾼温物体が近傍にない箇所に設置することと
し、屋外に設置する場合は、視野⾓への影響を考慮した
太陽光の影響を防ぐ遮光板の設置や防⽔型を採⽤する
設計とする。

なお、アナログ式の⽕災感知器は、平常時の状況（温度、
煙の濃度）を監視し、かつ⽕災現象（急激な温度や煙の
濃度上昇）を把握することができる設計とする。

アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設
置せず、アナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度よ
り⾼い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防
⽌する設計とする。
アナログ式でない炎感知器には、⾚外線を感知する⽅式
と紫外線を感知する⽅式の２種類があるが、炎特有の性
質を検出することで誤作動が少ない⾚外線⽅式を採⽤す
る。アナログ式でない炎感知器の誤作動を防⽌するため、
アナログ式でない炎感知器を屋内に設置する場合は、外
光が当たらず、⾼温物体が近傍にない箇所に設置すること
とし、屋外に設置する場合は、視野⾓への影響を考慮した
太陽光の影響を防ぐ遮光板の設置や防⽔型を採⽤する
設計とする。

設置許可と
整合してい
る。

基本設計⽅針⾒直しの⽅向性及び設置許可との整合性について下表に⽰す。（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。
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設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
⽕災感知器については、⽕災区域内の感知器の網羅性を
考慮し、消防法施⾏規則あるいは⽕災報知設備の感知器
及び発信機に係る技術上の規格を定める省令に定める感
知性能と同等以上の⽅法により設置する設計とする。

感知器については消防法施⾏規則に従い、感知器と同等
の機能を有する機器については同規則において求める⽕災
区域内の感知器の網羅性及び⽕災報知設備の感知器及
び発信機に係る技術上の規格を定める省令に定める感知
性能と同等以上の⽅法により設置する設計とする。

感知器設置
⽅法の詳細
設計であり、
設置許可と
整合してい
る。

ただし、(1)から(4)に⽰す⽕災区域⼜は⽕災区
画は、上記とは異なる⽕災感知器を組み合わせて
設置する設計とする。

なお、基本設計のとおりに⽕災感知器を設置できない箇
所は、上記感知器の代わりに環境条件を考慮し、アナログ
式でない熱感知器、防爆型の熱感知器、防爆型の炎感知
器、熱サーモカメラ、熱を感知できる光ファイバーケーブルを含
めた組み合わせで設置する設計とする。なお、具体的な設
計は以下のとおり。

ただし、以下の（ａ）から（ｈ）に⽰す⽕災区域内⼜は
⽕災区画内の⼀部エリア⼜はエリア全域において、アナログ
式の煙感知器、アナログ式の熱感知器⼜はアナログ式でな
い炎感知器を消防法施⾏規則に定められた⽅法で設置で
きない場所については、これらの感知器を発⽕源となり得る
設備の近傍に設置、あるいは当該エリアの環境条件や設備
の設置状況を考慮して上記とは異なる⽕災感知器を組み
合わせて設置する設計とする。
なお、環境条件を考慮した場合の共通的な考慮事項を
以下に⽰す。⇒参考３

感知器組合
せの詳細設
計であり、設
置許可と整
合している。

屋外エリアは、⽕災による煙は周囲に拡散し、煙
感知器による⽕災感知は困難であることから、アナ
ログ式の熱感知器とアナログ式でない炎感知器を選
定する。

放射線量が⾼い場所は、アナログ式の⽕災感知
器の放射線の影響による故障が想定される。このた
め、⽕災感知器の故障を防⽌する観点から、アナロ
グ式でない⽕災感知器を選定する。
発⽕性⼜は引⽕性の雰囲気を形成するおそれの
ある場所は、⽕災感知器作動時の着⽕を防⽌す
るため、アナログ式でない防爆型の⽕災感知器を選
定する。

屋外エリアは、⽕災による煙は周囲に拡散し、煙感知器
による⽕災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知
器⼜はアナログ式の熱感知器と同等の機能を有する熱サー
モカメラとアナログ式でない炎感知器と同等の機能を有する
アナログ式でない防⽔型の炎感知器を選定する。
放射線量が⾼い場所は、アナログ式の⽕災感知器の放射
線の影響による故障が想定される。このため、⽕災感知器
の故障を防⽌する観点から、アナログ式でない⽕災感知器
を選定する。
発⽕性⼜は引⽕性の雰囲気を形成するおそれのある場
所は、⽕災感知器作動時の着⽕を防⽌するため、アナログ
式でない防爆型の⽕災感知器を選定する。
（ａ）から（ｈ）の個別エリアに対する具体的な⽕災感
知器の設計を以下に⽰す。

全体⽅針と
して追加した
記載であり、
設置許可と
整合してい
る。

⽕災防護審査基準改正に
伴う基本設計⽅針の追加

Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（3/8）
（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。



6Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（4/8）

設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
(1) 原⼦炉格納容器
原⼦炉格納容器には、アナログ式の煙感知器と
アナログ式の熱感知器を設置する設計とする。
ただし、⽐較的線量の⾼い原⼦炉格納容器ルー
プ室及び加圧器室の熱感知器は、放射線による
⽕災感知器の故障を防⽌するため、アナログ式で
ないものとする。アナログ式でない熱感知器は、原
⼦炉格納容器内の通常時の温度（約65℃以
下）より⾼い温度で作動するものを選定することで、
誤作動を防⽌する設計とする。
なお、⽔素が発⽣するような事故を考慮して、アナ
ログ式でない⽕災感知器は、念のため防爆型とす
る。

（ａ）原⼦炉格納容器
原⼦炉格納容器には、アナログ式の煙感知器とアナログ
式の熱感知器を設置する設計を基本とする。
⽐較的線量の⾼い原⼦炉格納容器ループ室及び加圧
器室は、放射線による⽕災感知器の故障が想定され、誤
作動を防⽌することが困難であるため、アナログ式でない熱
感知器を設置する。アナログ式でない熱感知器は、原⼦炉
格納容器内の通常運転中に想定される温度（約65℃以
下）より⾼い温度で作動するものを選定することで、誤作動
を防⽌する設計とする。
⽔素が発⽣するような事故を考慮して、アナログ式でない
熱感知器は、防爆型とする。
なお、原⼦炉格納容器内の上部である天井⾼さが床⾯
から20mを越える⾼天井エリアは、⾦属筐体に覆われた機
器しかなく、⽕災発⽣の危険が著しく⼩さいこと及び⽕災感
知器の放射線による故障、誤作動等の対応が困難なことか
ら、感知器を設置しない設計とする。

（ａ）原⼦炉格納容器
原⼦炉格納容器は、１つの⽕災区画であり、環境条件を
考慮すると３つのエリアに分割される。それぞれの感知器設
計は以下のとおり。
イ．下層階の周回通路沿いは、アナログ式の煙感知器とア
ナログ式の熱感知器を設置する設計とする。
ロ．放射線量が⾼い場所は、アナログ式の感知器の放射線
の影響による故障が想定されるため、感知器の故障を防⽌
する観点から、アナログ式でない感知器を選定する。
原⼦炉格納容器のうち⽐較的線量の⾼い原⼦炉格納容
器ループ室及び加圧器室は、アナログ式でない熱感知器を
エリア内に設置し、エリア近傍の放射線量が低い場所にアナ
ログ式の煙感知器を設置する設計とする。
原⼦炉格納容器のうち⽐較的線量の⾼い炉内計装⽤シ
ンブル配管室、再⽣熱交換器室、格納容器サンプ及びキャ
ビティ・キャナルは、アナログ式でない熱感知器をエリア内に設
置するか、⼜はアナログ式の熱感知器をエリア近傍に設置し、
アナログ式の煙感知器をエリア近傍の放射線量が低い場所
に設置する設計とする。
アナログ式でない熱感知器は、原⼦炉格納容器内の通常
運転中の温度（約65℃以下）より⾼い温度で作動するも
のを選定することで、誤作動を防⽌する設計とする。なお、⽔
素が発⽣するような事故を考慮して、⽕災の発⽣防⽌の観
点より、アナログ式でない熱感知器は、防爆型とする。
ハ．上部の天井⾼さが床⾯から20mを越えるオペレーティン
グフロアは、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号イにおけ
る煙感知器と熱感知器の設置除外箇所に該当することから、
アナログ式でない炎感知器を設置した上で、アナログ式の煙
感知器とアナログ式の熱感知器を発⽕源となり得る設備の
近傍に設置する設計とする。

⽕災区画内
を３つのエリ
アに分割し、
各エリアにお
ける感知器
の詳細設計
を記載。
⾼天井エリ
アについては、
全体の⽅針
の異なる感
知器の組み
合わせの範
疇で選定し
ていることか
ら設置許可
と整合してい
る。

（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。



7Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（5/8）

設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
(2) 海⽔管トンネルエリア
海⽔管トンネルエリアは、アナログ式の煙感知器と
熱を感知できる光ファイバーケーブルを設置する設
計とする。熱を感知できる光ファイバーケーブルは、
海⽔管トンネル内の温度を有意に変動させる加熱
源等を設置しないことで、誤作動を防⽌する設計と
する。

（ｂ）海⽔管トンネルエリア
海⽔管トンネルエリアのうち、可燃物となるケーブルが敷設
されているエリアについては、広範囲にケーブルが敷設されて
いるため、アナログ式の煙感知器と⻑距離の⽕災感知に適
している熱を感知できる光ファイバーケーブルにて⽕災を感知
する設計とする。光ファイバーケーブルは、海⽔管トンネルエリ
ア内の温度を有意に変動させる加熱源等を設置しないこと
で、誤作動を防⽌する設計とする。
なお、海⽔管トンネルエリアのうち、常時電源断の照明設備
及び雑動⼒設備以外は⾦属製の配管等の不燃物しかなく、
⽕災の発⽣のおそれがないエリアであるため、⽕災感知器を
設置しない設計とする。

（ｂ）海⽔管トンネルエリア
海⽔管トンネルエリアは、１つの⽕災区域であり、２つのエ
リアに分割される。それぞれの感知器設計は以下のとおり。
イ．トンネル中央部の海⽔管が敷設されるエリアは、アナログ
式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置する設計とす
る。
ロ．⽕災防護上重要なケーブルが敷設されているエリアは、
広範囲にケーブルが敷設されているため、設備の設置状況を
考慮し、アナログ式の煙感知器と⻑距離の⽕災感知に適し
ておりアナログ式の熱感知器と同等の機能を有する光ファイ
バーケーブルを設置する設計とする。光ファイバーケーブルは、
海⽔管トンネル内の温度を有意に変動させる加熱源等を設
置しないことで、誤作動を防⽌する設計とする。

⽕災区域内
に煙感知器
と熱感知器
を追加で設
置する⽅針
であり、設置
許可と整合
している。

(3) 燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリア
燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリアは、タンク
内部の燃料が気化することを考慮し、アナログ式で
ない防爆型の熱感知器とアナログ式でない防爆型
の炎感知器を設置する設計とする。アナログ式でな
い防爆型の熱感知器は、燃料油貯蔵タンク及び重
油タンクの温度を有意に変動させる加熱源等を設
置しないことで、誤作動を防⽌する設計とする。アナ
ログ式でない防爆型の炎感知器は、外光があたら
ないタンク内に設置することで、誤作動を防⽌する
設計とする。

（ｃ）燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリア
燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリアは、タンク内部の燃
料が気化することを考慮し、アナログ式でない防爆型の熱感
知器とアナログ式でない防爆型の炎感知器を設置する設計
とする。アナログ式でない防爆型の熱感知器は、燃料油貯
蔵タンク及び重油タンクの温度を有意に変動させる加熱源
等を設置しないことで、誤作動を防⽌する設計とする。アナロ
グ式でない防爆型の炎感知器は、外光があたらないタンクエ
リア内に設置することで、誤作動を防⽌する設計とする。

（ｃ）燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリア
燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリアは、タンク内部の燃
料が気化することを考慮し、アナログ式でない防爆型の熱感
知器とアナログ式でない炎感知器と同等の機能を有するアナ
ログ式でない防爆型の炎感知器を設置する設計とする。アナ
ログ式でない防爆型の熱感知器は、燃料油貯蔵タンク及び
重油タンクの温度を有意に変動させる加熱源等を設置しな
いことで、誤作動を防⽌する設計とする。アナログ式でない防
爆型の炎感知器は、外光があたらないタンクエリア内に設置
することで、誤作動を防⽌する設計とする。

設置許可と
整合してい
る。

（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。



8Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（6/8）

設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
(4) 固体廃棄物貯蔵庫
固体廃棄物貯蔵庫には、アナログ式の煙感知器
とアナログ式の熱感知器を設置する設計とする。た
だし、⽐較的線量の⾼いＢ－廃棄物庫のドラム⽸
貯蔵エリアの熱感知器は、放射線による⽕災感知
器の故障を防⽌するため、アナログ式でないものとす
る。アナログ式でない熱感知器は、Ｂ－廃棄物庫
のドラム⽸貯蔵エリアの通常時の温度より⾼い温度
で作動するものを選定することで、誤作動を防⽌す
る設計とする。

（ｄ）固体廃棄物貯蔵庫
固体廃棄物貯蔵庫の感知器設計は以下のとおり。
イ．放射線量が低いＡ－廃棄物庫とＣ－廃棄物庫は、ア
ナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置する設
計とする。
ロ．放射線量が⾼い場所は、アナログ式の感知器の放射線
の影響による故障が想定されるため、感知器の故障を防⽌
する観点から、アナログ式でない感知器を選定する。固体廃
棄物貯蔵庫のうち⽐較的線量の⾼いＢ－廃棄物庫の⼀
部のドラム⽸貯蔵エリアは、放射線による感知器の故障を防
⽌するため、アナログ式でない熱感知器をドラム⽸貯蔵エリア
内に設置し、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器
を放射線量が低いドラム⽸貯蔵エリア近傍に設置する設計
とする。アナログ式でない熱感知器は、Ｂ－廃棄物庫のドラ
ム⽸貯蔵エリアの通常時の温度より⾼い温度で作動するも
のを選定することで、誤作動を防⽌する設計とする。

⽕災区画内
に煙感知器、
熱感知器を
設置。設置
許可と整合
している。

（再掲）
放射線量が⾼い場所は、アナログ式の⽕災感知
器の放射線の影響による故障が想定される。このた
め、⽕災感知器の故障を防⽌する観点から、アナロ
グ式でない⽕災感知器を選定する。

（ｄ）⾼放射線エリア
⾼放射線エリアは、放射線による感知器の故障の観点か
ら、アナログ式でない熱感知器を設置する。アナログ式でない
熱感知器は、誤作動防⽌の観点から設置箇所の環境温
度より⾼い温度で作動するものを選定する。
なお、⾼放射線エリアのうち、脱塩塔室、フィルタ室、廃液
貯蔵タンク室、燃料輸送管室、炉内計装配管室、再⽣
クーラ室、体積制御タンク室、格納容器サンプ、キャビティ・
キャナルは、常時電源断の照明設備以外は⾦属製のタンク
等の不燃物しかなく、被ばく低減の観点から通常⽴⼊困難
で持込可燃物も少なく、⽕災の発⽣のおそれがないため、エ
リア内に⽕災感知器を設置せず、エリア近傍の放射線量が
低い箇所にアナログ式の熱感知器及びアナログ式の煙感知
器を設置する設計とする。

（ｅ）⾼放射線エリア（原⼦炉格納容器及び固体廃棄
物貯蔵庫を除く。）
放射線による感知器の故障を防⽌する観点から、⽕災区
域内⼜は⽕災区画内の⼀部で放射線量が⾼いエリアである
化学体積制御設備脱塩塔バルブ室、使⽤済燃料ピット脱
塩塔バルブ室、⽔フィルタ室、使⽤済樹脂貯蔵タンク室、燃
料移送管室及び体積制御タンク室については、アナログ式で
ない熱感知器をエリア内に設置するか、⼜はアナログ式の熱
感知器をエリア近傍に設置し、アナログ式の煙感知器をエリ
ア近傍の放射線量が低い場所に設置する設計とする。アナ
ログ式でない熱感知器は作動温度を周囲温度より⾼い温
度で作動するものを選定することで、誤作動を防⽌する設計
とする。

⽕災区画内
に熱感知器
に加え、煙
感知器を設
置。設置許
可と整合し
ている。

（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。



9

設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
（再掲）
屋外エリアは、⽕災による煙は周囲に拡散し、煙感
知器による⽕災感知は困難であることから、アナログ
式の熱感知器とアナログ式でない炎感知器を選定
する。

（ｅ）海⽔ポンプエリア
海⽔ポンプエリアは屋外であり、消防法施⾏規則第23条
第4項第⼀号ロにおいて、外部の気流が流通する場所とし
て、感知器設置除外箇所に該当することから、エリア内につ
いて網羅的な配置とはせずに、⽕災防護上重要な機器で
ある海⽔ポンプに対してアナログ式でない熱感知器及びアナ
ログ式でない炎感知器を設置する設計とする。

（ｆ）空冷式⾮常⽤発電装置エリア
空冷式⾮常⽤発電装置エリアは屋外であり、消防法施⾏
規則第23条第4項第⼀号ロにおいて、外部の気流が流通
する場所として、感知器設置除外箇所に該当することから、
エリア内について網羅的な配置とはせずに、⽕災防護上重
要な機器である空冷式⾮常⽤発電装置に対してアナログ
式でない炎感知器及び熱サーモカメラを設置する設計とす
る。

（ｆ）海⽔ポンプエリア
海⽔ポンプエリアは屋外の１つの⽕災区画であり、消防法
施⾏規則第23条第4項第⼀号ロにおいて、外部の気流が
流通する場所として、感知器設置除外箇所に該当するが、
⽕災防護上重要な機器である海⽔ポンプに対してアナログ
式の熱感知器とアナログ式でない炎感知器と同等の機能を
有するアナログ式でない防⽔型の炎感知器を設置する設計
とする。

（ｇ）空冷式⾮常⽤発電装置エリア
空冷式⾮常⽤発電装置エリアは屋外の１つの⽕災区域
であり、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号ロにおいて、
外部の気流が流通する場所として、感知器設置除外箇所
に該当するが、⽕災防護上重要な機器である空冷式⾮常
⽤発電装置に対してアナログ式の熱感知器と同等の機能を
有する熱サーモカメラとアナログ式でない炎感知器と同等の
機能を有するアナログ式でない防⽔型の炎感知器を設置す
る設計とする。熱サーモカメラは作動温度を周囲温度より⾼
く設定することで、誤作動を防⽌する設計とする。

海⽔ポンプエ
リアと空冷式
⾮常⽤発電
装置エリアの
設計⽅針を
具体的に記
載。既⼯認
から感知器
の設置⽅針
に変更はなく、
設置許可と
整合している。

（ｇ）使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリア
使⽤済燃料ピットエリアは、アナログ式の煙感知器とアナログ
式でない炎感知器を設置する設計とする。
新燃料貯蔵庫エリアは、⾼天井エリアであるため、消防法施
⾏規則において適⽤可能なアナログ式でない炎感知器のみ
を設置する設計とする。

（ｈ）使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリア
使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリアは、１つ
の⽕災区画であり、2つのエリアに分割される。それぞれの感
知器設計は以下のとおり。
イ．天井⾼さが床⾯から20m以下の使⽤済燃料ピットエリ
アは、アナログ式の煙感知器とアナログ式でない炎感知器を
設置する設計とする。
ロ．天井⾼さが床⾯から20mを越える新燃料貯蔵庫エリア
は、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号イにおける煙感
知器と熱感知器の設置除外箇所に該当することから、アナ
ログ式でない炎感知器を設置した上で、アナログ式の煙感
知器を発⽕源となり得る設備の近傍に設置する設計とする。

感知器設置
の詳細設計
であり、設置
許可と整合
している。ま
た、⾼天井エ
リアについて
は、異なる感
知器を組み
合わせて設
置することか
ら設置許可
と整合してい
る。

Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（7/8）
（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。



10Ⅱ－１．発電⽤原⼦炉の設置許可との整合性について（8/8）

設置許可申請書（添付⼋）※1 現状の基本設計⽅針 基本設計⽅針⾒直しの⽅向性※１ 整合性
燃料取替⽤⽔ピットエリア及び復⽔ピットエリアは、
以下に⽰すとおり⽕災感知器を設置しない設計と
する。
(1) 燃料取替⽤⽔ピットエリア
燃料取替⽤⽔ピットの側⾯と底⾯は⾦属に覆わ
れており、ピット内は⽔で満たされていること、燃料取
替⽤⽔ピットエリアは、可燃物を置かず、発⽕源が
ない設計とすることから、⽕災が発⽣するおそれはな
い。 したがって、燃料取替⽤⽔ピットエリアには、⽕
災感知器を設置しない設計とする。
(2) 復⽔ピットエリア
復⽔ピットの側⾯と底⾯は⾦属に覆われており、
ピット内は⽔で満たされていること、復⽔ピットエリア
は、可燃物を置かず、発⽕源がない設計とすること
から、⽕災が発⽣するおそれはない。したがって、復
⽔ピットエリアには、⽕災感知器を設置しない設計と
する。

（ｈ）燃料取替⽤⽔ピットエリア及び復⽔ピットエリア
燃料取替⽤⽔ピットエリア及び復⽔ピットエリアは、ピットの
側⾯と底⾯は⾦属で覆われており、ピット内は⽔で満たされ
ていること及び可燃物を置かず発⽕源がないことから、⽕災
が発⽣するおそれはなく、⽕災感知器を設置しない設計と
する。

燃料取替⽤⽔ピットエリア及び復⽔ピットエリアは、ピットの
側⾯と底⾯は⾦属で覆われており、ピット内は⽔で満たされ
ていること及び可燃物を置かず発⽕源がないことから、⽕災
が発⽣するおそれはなく、⽕災感知器を設置しない設計とす
る。

設置許可と
整合している。

⽕災区域⼜は⽕災区画内の⼀部⼜は全部において、消防法の設置要件どおりに感知器を設置することが
できないエリア（⇒参考１）に対する基本設計⽅針⾒直しの⽅向性について、次⾴以降に記載する。
 ⾼天井エリア、⾼放射線エリア（原⼦炉格納容器）
 海⽔管トンネルエリア
 ⾼放射線エリア
 屋外エリア
 ⾼天井エリア（新燃料貯蔵庫エリア）

（現状記載を⾒直す箇所︓⾚字、⾒直し後の追加・修正︓⻘字）

※1︓表内の下線については、設置許可（添付⼋）と基本設計⽅針の記載が同⼀の箇所を⽰す。
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（ａ）原⼦炉格納容器
原⼦炉格納容器は、１つの⽕災区画であり、環境条件を考慮すると３つのエリアに分割される。それぞれの感知器設計は以下のとおり。
イ．下層階の周回通路沿いは、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置する設計とする。
ロ．放射線量が⾼い場所は、アナログ式の感知器の放射線の影響による故障が想定されるため、感知器の故障を防⽌する観点から、アナログ式でない感知器を選定する。

原⼦炉格納容器のうち⽐較的線量の⾼い原⼦炉格納容器ループ室及び加圧器室は、アナログ式でない熱感知器をエリア内に設置し、エリア近傍の放射線量が低い場所にアナロ
グ式の煙感知器を設置する設計とする。
原⼦炉格納容器のうち⽐較的線量の⾼い炉内計装⽤シンブル配管室、再⽣熱交換器室、格納容器サンプ及びキャビティ・キャナルは、アナログ式でない熱感知器をエリア内に設
置するか、⼜はアナログ式の熱感知器をエリア近傍に設置し、アナログ式の煙感知器をエリア近傍の放射線量が低い場所に設置する設計とする。
アナログ式でない熱感知器は、原⼦炉格納容器内の通常運転中の温度（約65℃以下）より⾼い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防⽌する設計とする。なお、⽔
素が発⽣するような事故を考慮して、⽕災の発⽣防⽌の観点より、アナログ式でない熱感知器は、防爆型とする。

ハ．上部の天井⾼さが床⾯から20mを越えるオペレーティングフロアは、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号イにおける煙感知器と熱感知器の設置除外箇所に該当することから、ア
ナログ式でない炎感知器を設置した上で、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を発⽕源となり得る設備の近傍に設置する設計とする。

Ⅱ－２．⾼天井エリア、⾼放射線エリア（原⼦炉格納容器）の⽕災感知器設計について

煙＋熱 煙＋熱

煙＋熱 煙＋熱熱＋エリア近傍に煙

熱＋エリア近傍に煙

天井⾼さ 約50m
︓⾼天井エリア
︓⾼放射線エリア

︓⼀般エリア

前回審査会合における議論を踏まえ、アナログ式の煙／熱感知器を追加するととも
に、炎感知器を⾃主設備から申請対象設備に変更することとし、設計⽅針を以下の
内容に⾒直す。
原⼦炉格納容器内の上部である天井⾼さが床⾯から20mを越えるオペレーティング
フロアは、天井部からの煙感知器による監視は有効でないため、アナログ式でない炎感
知器を設置するとともに、発⽕源となり得る設備の近傍にアナログ式の煙感知器とアナ
ログ式の熱感知器を設置する設計とする。
なお、感知器の設置にあたっては、消防法施⾏規則ならびに運⽤基準に係る⾃治
体の条例等に基づき、設計するものとする。

（４）⾼天井エリア

炎感知器 炎感知器

熱＋エリア近傍に煙

（２）⼀般エリア
アナログ式の熱感知器とアナログ式の煙感知器を設置する。

（３）⾼放射線エリア
⾼放射線エリアは、放射線による感知器の故障の観点から、アナログ式でない熱感知
器をエリア内⼜はエリア近傍に設置する設計とし、エリア近傍の放射線量が低い箇所に
アナログ式の煙感知器を設置する。

原⼦炉格納容器は⼀般エリアと⾼放射線エリアと⾼天井エリ
アに分けられるため、それぞれ以下の感知器設計とする。

煙+熱煙+熱

上部空間

︓⽕災区画

（１）⽕災感知器設計

基本設計⽅針の記載（⾒直し箇所︓⻘字）

オペレーティングフロア



12Ⅱ－２．海⽔管トンネルエリアの⽕災感知器設計について

海⽔管トンネルは、約700ｍのトンネル（洞道）であるが、⽕災区域に対して消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号に基づき安
全系ケーブルに対してアナログ式の煙感知器を設置するとともに、熱感知器と同等の性能を有し、⻑距離の⽕災感知に適する光ファ
イバーケーブルを設置する設計とする。また、トンネル中央部には、前回審査会合における議論を踏まえ、アナログ式の煙感知器とアナ
ログ式の熱感知器を設置する設計とする。
なお、光ファイバーケーブルによる感知性能は、⽕災報知設備の感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令15条の３
（熱アナログ式スポット型感知器の感度試験）に基づき確認している。

海⽔管トンネル断⾯図海⽔管トンネル平⾯図

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。

（ｂ）海⽔管トンネルエリア
海⽔管トンネルエリアは、１つの⽕災区域であり、２つのエリアに分割される。それぞれの感知器設計は以下のとおり。

イ．トンネル中央部の海⽔管が敷設されるエリアは、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置する設計とする。
ロ．⽕災防護上重要なケーブルが敷設されているエリアは、広範囲にケーブルが敷設されているため、設備の設置状況を考慮し、アナログ式の煙感知器と⻑距離の ⽕
災感知に適しておりアナログ式の熱感知器と同等の機能を有する光ファイバーケーブルを設置する設計とする。光ファイバーケーブルは、海⽔管トンネル内の温度を有意
に変動させる加熱源等を設置しないことで、誤作動を防⽌する設計とする。

基本設計⽅針の記載（⾒直し箇所︓⻘字）

（１）⽕災感知器設計
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（ｅ）⾼放射線エリア（原⼦炉格納容器及び固体廃棄物貯蔵庫を除く。）
放射線による感知器の故障を防⽌する観点から、⽕災区域内⼜は⽕災区画内の⼀部で放射線量が⾼いエリアである化学体積制御設備脱塩塔バルブ室、使⽤済燃料ピット脱塩
塔バルブ室、⽔フィルタ室、使⽤済樹脂貯蔵タンク室、燃料移送管室及び体積制御タンク室については、アナログ式でない熱感知器をエリア内に設置するか、⼜はアナログ式の熱感知
器をエリア近傍に設置し、アナログ式の煙感知器をエリア近傍の放射線量が低い場所に設置する設計とする。アナログ式でない熱感知器は作動温度を周囲温度より⾼い温度で作動す
るものを選定することで、誤作動を防⽌する設計とする。

Ⅱ－２．⾼放射線エリアの⽕災感知器設計について

︓低放射線エリア
︓⾼放射線エリア

（１）⽕災感知器設計
⾼放射線エリアは、放射線による感知器の故障（電⼦部品への悪影響を考慮）、
感知器設置・保守時における作業員の被ばくの観点から、消防法に基づく感知器設置
要件に適さない箇所があることから、エリアの⼤きさや放射線環境に応じた監視⽅法の
設計を⾏う。

（２）床⾯積が⼤きいエリア（B-廃棄物庫のみ）

（３）床⾯積が⽐較的⼩さいエリア
⾼放射線エリアのうち化学体積制御設備脱塩塔バルブ室、使⽤済燃料ピット脱塩塔バ
ルブ室、⽔フィルタ室、使⽤済樹脂貯蔵タンク室、燃料移送管室及び体積制御タンク室
については、床⾯積が⽐較的⼩さいエリアであることから、感知器の設置時及び保守時の
作業員の被ばくを考慮し、被ばくの可能性が最も低いエリア近傍にアナログ式でない熱感
知器を設置し、エリア近傍の放射線量が低い箇所にアナログ式の煙感知器を設置する設
計とする。
なお、当該エリア内には⾦属製タンク等の不燃物しかなく、もし⽕災が発⽣した場合にお
いてもエリア内の機器に影響はなく、仮に⼀定時間⽕災が継続した場合にも隣接するエリ
アとの開⼝部はごく⼀部であり、延焼する恐れもない。

⾼放射線エリアのうちB-廃棄物庫は、床⾯積が⼤きいエリアであるため、消防法に基
づきアナログ式でない感知器を⾼放射線エリア内に設置し、エリア近傍の放射線量が低
い箇所にアナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を設置する設計とする。

︓煙感知器
︓熱感知器

︓⽕災区画

Ｓ

︓⽕災区域

ＳＳ ＳＳ

Ｓ

基本設計⽅針の記載（⾒直し箇所︓⻘字）
（ｄ）固体廃棄物貯蔵庫
（中略）
固体廃棄物貯蔵庫のうち⽐較的線量の⾼いＢ－廃棄物庫の⼀部のドラム⽸貯蔵エリアは、放射線による感知器の故障を防⽌するため、アナログ式でない熱感知器をドラム⽸貯蔵
エリア内に設置し、アナログ式の煙感知器とアナログ式の熱感知器を放射線量が低いドラム⽸貯蔵エリア近傍に設置する設計とする。アナログ式でない熱感知器は、Ｂ－廃棄物庫のド
ラム⽸貯蔵エリアの通常時の温度より⾼い温度で作動するものを選定することで、誤作動を防⽌する設計とする。
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（ｆ）海⽔ポンプエリア
海⽔ポンプエリアは屋外の１つの⽕災区画であり、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号ロにおいて、外部の気流が流通する場所として、感知器設置除外箇所に該当するが、
⽕災防護上重要な機器である海⽔ポンプに対してアナログ式の熱感知器とアナログ式でない炎感知器と同等の機能を有するアナログ式でない防⽔型の炎感知器を設置する設
計とする。

Ⅱ－２．屋外エリアの⽕災感知器設計について

海⽔ポンプエリアの感知器設置イメージ

○消防法施⾏規則 第23条4項
４ ⾃動⽕災報知設備の感知器の設置は、次に定めるところによらなければならない。

感知器は、次に掲げる部分以外の部分で、点検その他の維持管理ができる場所に設けること。
ロ 上屋その他外部の気流が流通する場所で、感知器によって当該場所における⽕災の発⽣を有効に感知することができないもの

屋外

熱感知器

炎感知器 炎感知器

海⽔ポンプエリアの概要

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。基本設計⽅針の記載（⾒直し箇所︓⻘字）

（ｇ）空冷式⾮常⽤発電装置エリア
空冷式⾮常⽤発電装置エリアは屋外の１つの⽕災区域であり、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号ロにおいて、外部の気流が流通する場所として、感知器設置除外箇
所に該当するが、⽕災防護上重要な機器である空冷式⾮常⽤発電装置に対してアナログ式の熱感知器と同等の機能を有する熱サーモカメラとアナログ式でない炎感知器と同
等の機能を有するアナログ式でない防⽔型の炎感知器を設置する設計とする。熱サーモカメラは作動温度を周囲温度より⾼く設定することで、誤作動を防⽌する設計とする。

（１）⽕災感知器設計
屋外は「消防法施⾏規則 第23条4項」の外部の気流が流通する場所に該当し、感知器設置除外箇所に該当するが、⽕災防護上重要な機器を対象に感知器を設置し、
⽕災の発⽣を有効に感知する設計とする。

空冷式⾮常⽤発電装置エリアの概要



15Ⅱ－２．⾼天井エリア（新燃料貯蔵庫エリア）の⽕災感知器設計について

（２）使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリア
アナログ式の煙感知器とアナログ式でない炎感知器を設置する。ただし、天井⾼さが床⾯から20mを越える箇所は、天井に煙感

知器を設置しても有効に監視できないため、発⽕源となり得る設備の近傍にアナログ式の煙感知器を設置する設計とする。
なお、感知器の設置にあたっては、消防法施⾏規則ならびに運⽤基準に係る⾃治体の条例等に基づき、設計するものとする。

使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリアは、１つの⽕災区画であるものの、区画の中で天井⾼さが異なる区画である。
今回の感知器設計対応のため、便宜上、エリアを分割し、感知器設計を⾏う。

新燃料貯蔵庫エリア及び使⽤済燃料ピットエリアのイメージ

炎
22.4m

新燃料貯蔵庫エリア使⽤済燃料ピットエリア

13.8m

炎炎 煙煙煙

煙煙

煙炎

天井⾼さが20mを超える箇所は煙感知器で有効に監視できない。

︓⽕災区画

（ｈ）使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリア
使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリアは、１つの⽕災区画であり、2つのエリアに分割される。それぞれの感知器設計は以下のとおり。
イ．天井⾼さが床⾯から20m以下の使⽤済燃料ピットエリアは、アナログ式の煙感知器とアナログ式でない炎感知器を設置する設計とする。
ロ．天井⾼さが床⾯から20mを越える新燃料貯蔵庫エリアは、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号イにおける煙感知器と熱感知器の設置除外箇所に該当するこ
とから、アナログ式でない炎感知器を設置した上で、アナログ式の煙感知器を発⽕源となり得る設備の近傍に設置する設計とする。

基本設計⽅針の記載（⾒直し箇所︓⻘字）

（１）⽕災感知器設計



16Ⅲ．⽕災防護審査基準の改正内容との適合性について（1/2）

a. 各⽕災区域⼜は⽕災区画における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の環境条件、炎が⽣じる前に発煙する等の
予想される⽕災の性質（急激な温度変化、煙の濃度の上昇、⾚外線量の上昇）、可燃物や障害物（梁含む）の配置を
考慮し、早期に⽕災を感知できるよう固有の信号を発する異なる感知⽅式の感知器等をそれぞれ選定する設計としている。

b. 感知器等の誤作動を防⽌する対策については、⽕災防護審査基準に基づき、アナログ式の感知器の採⽤を採⽤することによっ
て対応する。アナログ式ではない感知器を設置する場合においては、原則として、⾮⽕災報対策マニュアル※に基づき対応する。
※︓⼀般社団法⼈ ⽇本⽕災報知機⼯業会 ⾃動⽕災報知設備の⾮⽕災報対策マニュアル

詳細については、個々の設置場所を考慮し設計するものとする。具体的には以下のとおり。

（１）⽕災防護審査基準
改正前 改正後

① 各⽕災区域における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の環
境条件や予想される⽕災の性質を考慮して型式を選定し、早期に⽕災を
感知できる場所に設置すること。

② ⽕災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異なる種類の感知器⼜
は同等の機能を有する機器を組合せて設置すること。また、その設置にあ
たっては、感知器等の誤作動を防⽌するための⽅策を講じること。

① 各⽕災区域における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の
環境条件や予想される⽕災の性質を考慮して型式を選定し、早期に⽕
災を感知できるよう固有の信号を発する異なる感知⽅式の感知器等
（感知器及びこれと同等の機能を有する機器をいう。以下同じ。）をそ
れぞれ設置すること。ａまた、その設置に当たっては、感知器等の誤作動
を防⽌するための⽅策を講ずること。b

（２）設計⽅針（⇒参考２）

 煙感知器︓蒸気等が充満する場所には設置しない
 熱感知器︓周囲温度よりも作動温度が⾼い感知器を設置（アナログ式でない熱感知器含む）
 炎感知器︓炎特有の性質を検出することで誤作動が少ない⾚外線⽅式の採⽤、遮光板の設置、防⽔型の採⽤、

外光があたらない箇所に設置
 防爆型熱感知器︓エリア内の温度を有意に変動させる加熱源等を設置しない
 防爆型炎感知器︓外光があたらない箇所に設置
 熱サーモカメラ︓作動温度を周囲温度より⾼く設定
 光ファイバーケーブル︓エリア内の温度を有意に変動させる加熱源等を設置しない



17Ⅲ．⽕災防護審査基準の改正内容との適合性について（２/2）

（３）設計⽅針の設⼯認申請書における具体的な記載内容

＜基本設計⽅針の記載＞
a. ⽕災感知設備のうち⽕災感知器（「３号機設備」、「３・４号機共⽤、３号機に設置」、「１・２・３・４号機共⽤、

３号機に設置」（以下同じ。））は、⽕災区域⼜は⽕災区画における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の
環境条件、予想される⽕災の性質（急激な温度変化、煙の濃度の上昇、⾚外線量の上昇）を考慮し、⽕災を早期に
感知できるよう、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感知器、アナログ式ではないが、炎が発する
⾚外線⼜は紫外線を感知するため、煙や熱が感知器に到達する時間遅れがなく、⽕災の早期感知に優位性がある炎感
知器から異なる種類の⽕災感知器を組み合わせて設置する設計を基本とする。

b. アナログ式の煙感知器は蒸気等が充満する場所には設置せず、アナログ式の熱感知器は作動温度を周囲温度より⾼い
温度で作動するものを選定することで、誤作動を防⽌する設計とする。
アナログ式でない炎感知器の誤作動を防⽌するため、アナログ式でない炎感知器を屋内に設置する場合は、外光が当た
らず、⾼温物体が近傍にない箇所に設置することとし、屋外に設置する場合は、視野⾓への影響を考慮した太陽光の影
響を防ぐ遮光板の設置や防⽔型を採⽤する設計とする。

ｂ．感知器等の誤作動を防⽌する対策については、⽕災防護審査基準に基づき、アナログ式の感知器の採⽤を採⽤することに
よって対応する。アナログ式ではない感知器を設置する場合においては、原則として、⾮⽕災報対策マニュアルに基づき対応す
るが、詳細については、個々の設置場所を考慮し設計するものとする。

a. 各⽕災区域⼜は⽕災区画における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の環境条件、炎が⽣じる前に発煙する等の
予想される⽕災の性質（急激な温度変化、煙の濃度の上昇、⾚外線量の上昇）、可燃物や障害物（梁含む）の配置を
考慮し、早期に⽕災を感知できるよう固有の信号を発する異なる感知⽅式の感知器等をそれぞれ選定する設計としている。

＜設計⽅針＞



18Ⅳ．本設⼯認申請における消防設備⼠の関与について（1/2）
 本設⼯認申請における設計及び⼯事及び検査の流れを以下に⽰す。
 設⼯認申請書作成時における感知器の配置設計については、協⼒会社の消防設備⼠における現場確認結果を踏まえ、委託報告書として当社へ提出され、その情報
を元に、弊社にて感知器の配置図を作成している。また、感知器と同等の機能を有する機器に対しては弊社にて現場確認の上、配置図を作成している。

 ⼯事実施時において、他⼯事との⼲渉による影響（吹き出し⼝の配置が変更等）を想定し、⼯事実施断⾯で改めて現場確認を実施し配置設計をすることとする。

設⼯認申請作成時 ⼯事実施時

関
電

協
⼒
会
社

地
元
消
防

現場調査委託
仕様書

消防設備⼠による
現場調査

（感知器に対する調査）

現場調査委託
報告書

設⼯認申請書
補⾜説明書
感知器配置図

⼯事仕様書※１、２
（以降、感知器に対するフロー）

消防設備⼠
により

着⼯届を提出 消防設備⼠
による

現場施⼯

消防設備
設置届出

消防検査

合格証受領

着⼯届受領

使⽤前
事業者
検査

現場確認※１

設⼯認審査を
踏まえて⾒直し
（設計変更→補正）

⼯事仕様書※１
（以降、感知器と同等の機能を有

する機器に対するフロー）

※１︓吹き出し⼝の配置が変更された場合等については、現場に合わせた配置設計とすることとする。
※２︓地元消防へは2種類⽬の感知器についても着⼯届を提出する。
※３︓現場合わせにて設⼯認資料と差が出る場合には社内QMS処理等にて感知器配置図を適正化した上で検査を実施する。

現場施⼯

⼯事実績確認

現場確認※１

︓協⼒会社での⼯事施⼯後の現場確認及び当社での⼯事実績確認を実施し、
設⼯認要求事項を満⾜できていない場合の施⼯プロセスを⽰す。

⼯事実績確認

現場確認結果
（感知器と同等の機能を有する機器に対する調査）

※３

※３



19Ⅳ．本設⼯認申請における消防設備⼠の関与について（2/2）

 品質マネジメントシステムにおける設計、⼯事及び検査の流れを以下に⽰す。
（設⼯認申請書本⽂ 設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステム O3-Ⅳ-5ページ抜粋）

 感知器の配置設計は、協⼒会社の消防設備⼠における現場確認結果を踏まえ、委託報告書として当社へ提出され、その情報を元に、弊社にて
配置図を作成している。なお、感知器については委託仕様書にて消防法施⾏規則23条第4項に従い、感知器配置を確認することを要求している。

 また、感知器と同等の機能を有する機器に対しては弊社にて現場確認の上、配置図を作成している。

協⼒会社
消防設備⼠現場確認

消防設備⼠による現場確認
を調達要求

協⼒会社
消防設備⼠現場確認

消防設備⼠による⼯事の実施、
現場確認を調達要求

感知器は協⼒会社
消防設備⼠現場施⼯



20消防法施⾏規則に基づく⽕災感知器設計について

⽕災防護上重要な機器等及び重⼤事
故等対処施設の配置等から⽕災区域・

区画を設定

消防法施⾏規則第23条第4項
第⼀号ヘに該当するか︖

（⼩規模特定⽤途防⽕対象物のうち
床⾯積が五百平⽅メートル未満）

Y

N 消防法施⾏規則第23条第4項
第⼀号イに該当するか︖

（取付⾯⾼さが⼆⼗メートル以上）

消防法に基づく
感知器設置は不要

消防法施⾏規則第23条第4項
第⼀号ニ(イ)から(チ)に該当するか︖
（煙感知器の⾮設置要件）

消防法に基づく
感知器設置は不要

消防法施⾏規則第23条第4項
第⼀号ホ(イ)から(ニ)に該当するか︖
（炎感知器の⾮設置要件）

Y

Y

設計D（⾼放射線エリア）

設計C（⾼天井エリア）

設計Ａ（⼀般エリア）

該当⽕災区画なし

消防法施⾏規則第23条第4項
第⼀号ロに該当するか︖

（上屋その他外部の気流が流通する場所）

設計B（屋外エリア）

Y

N
N

N N

Y

該当⽕災区画なし

①消防法施⾏規則第23条第4項
第⼀号ハ（天井裏が０．５メートル未満）については、個々の⽕災区画で確認
②0.5m以上であっても耐⽕構造であれば設置不要

設計A
⼀般エリア
（約80%）

消防法の設置要
件どおり異なる2種
類の感知器が設
置できるエリア

設計B~D
特殊エリア
（約20%）

消防法の設置要
件どおり異なる2種
類の感知器が設
置できないエリア

・海⽔ポンプエリア
・空冷式⾮常⽤発電装置エリア

・格納容器
・新燃料貯蔵庫
の⾼天井エリア

廃棄物庫、フィルタ室他

参考１



21各エリアにおける感知⽅式の適合性と誤作動防⽌対策について（1/2）

早期に⽕災が感知できるように、各エリアに環境条件や⽕災の性質を考慮して以下の感知器を設置する。

(1)⽕災防護審査基準（⻘字下線部が改正箇所）
改正前 改正後

① 各⽕災区域における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の環
境条件や予想される⽕災の性質を考慮して型式を選定し、早期に⽕災を
感知できる場所に設置すること。

② ⽕災を早期に感知できるよう固有の信号を発する異なる種類の感知器
⼜は同等の機能を有する機器を組合せて設置すること。また、その設置
にあたっては、感知器等の誤作動を防⽌するための⽅策を講じること。

① 各⽕災区域における放射線、取付⾯⾼さ、温度、湿度、空気流等の
環境条件や予想される⽕災の性質を考慮して型式を選定し、早期に⽕
災を感知できるよう固有の信号を発する異なる感知⽅式の感知器等
（感知器及びこれと同等の機能を有する機器をいう。以下同じ。）を
それぞれ設置すること。また、その設置に当たっては、感知器等の誤作
動を防⽌するための⽅策を講ずること。

(2)感知⽅式に対する適合性

⽕災感知器の設置箇所 特殊な環
境条件 ⽕災の性質※１ ⽕災感知器の設置型式

⼀般エリア
（ポンプ、電気盤、
ケーブル等）

特になし 無炎⽕災
有炎⽕災

煙感知器
（感度︓煙濃度10%）

熱感知器
（感度︓温度65℃(※3)）

炎感知器（⾚外線）
（炎の⾚外線波⻑を感知）

炎が⽣じる前の発煙段階から
感知できる煙感知器を設置

⽕災時に⽣じる熱を感知できる
熱感知器を設置

炎が発する⾚外線を感知する炎感知器
（⾚外線）を設置

海⽔ポンプエリア 屋外 有炎⽕災

熱感知器
（感度︓温度85℃）

炎感知器※2（⾚外線）
（炎の⾚外線波⻑を感知）

海⽔ポンプの油⽕災を想定し⽕災による熱を感知するため
熱感知器を設置 炎の⾚外線を感知する炎感知器（⾚外線）を設置

空冷式⾮常⽤発電
装置エリア 屋外 有炎⽕災

熱サーモカメラ※2
（感度︓温度120℃）

炎感知器※2（⾚外線）
（炎の⾚外線波⻑を感知）

⽕災による熱を感知するため熱サーモカメラを設置 炎の⾚外線を感知する炎感知器（⾚外線）を設置

※1︓屋外においては、有炎⽕災を有効に感知する感知器の組み合わせで対応する。
※3︓主蒸気・主給⽔管室の熱感知器の感度は温度75℃とする。

参考２

※2︓感知器と同等の機能を有する機器



22各エリアにおける感知⽅式の適合性と誤作動防⽌対策について（2/2）
(2)感知⽅式に対する適合性（前ページ続き）

(3)誤作動防⽌に対する適合性
 煙感知器︓蒸気等が充満する場所には設置しない
 熱感知器︓周囲温度よりも作動温度が⾼い感知器を設置（アナログ式でない熱感知器含む）
 炎感知器︓炎特有の性質を検出することで誤作動が少ない⾚外線⽅式の採⽤、遮光板の設置、防⽔型の採⽤、外光があたらない箇所に設置
 防爆型熱感知器︓エリア内の温度を有意に変動させる加熱源等を設置しない
 防爆型炎感知器︓外光があたらない箇所に設置
 熱サーモカメラ︓作動温度を周囲温度より⾼く設定
 光ファイバーケーブル︓エリア内の温度を有意に変動させる加熱源等を設置しない

⽕災感知器の設置箇所 特殊な環
境条件 ⽕災の性質※１ ⽕災感知器の設置型式

⾼放射線エリア
（B-廃棄物庫含む） ⾼線量 無炎⽕災

有炎⽕災

煙感知器
（感度︓煙濃度10%）

熱感知器
（感度︓室温＋30℃）

炎が⽣じる前の発煙段階から感知できる
煙感知器を線量の低い箇所に設置 線量の⾼いエリアはアナログ式でない熱感知器を設置

原⼦炉格納容器内
⾼天井
⾼温度
⾼線量

無炎⽕災
有炎⽕災

煙感知器
（感度︓煙濃度10%）

熱感知器
（感度︓温度75℃）

防爆型熱感知器
（感度︓温度70℃）

炎感知器（⾚外線）
（炎の⾚外線波⻑を感知）

炎が⽣じる前の発煙段
階から感知できる煙感知

器を設置
⽕災時に⽣じる熱を感知で
きる熱感知器を設置

⽐較的線量の⾼い原⼦炉格
納容器ループ室及び加圧器
室はアナログ式でない防爆型

の熱感知器を設置

オペレーティングフロアの⾼天
井エリアに炎の⾚外線を感知
する炎感知器（⾚外線）を
設置

海⽔管トンネルエリア 洞道 無炎⽕災
有炎⽕災

煙感知器
（感度︓煙濃度10%）

熱感知器
（感度︓温度65℃）

光ファイバーケーブル※2
（感度︓温度60℃）

炎が⽣じる前の発煙段階から感知
できる煙感知器を設置

⽕災時に⽣じる熱を感知できる
熱感知器を設置

⻑距離の⽕災に適しており、⽕災時に⽣
じる熱を感知できる光ファイバーケーブルを

設置

燃料油貯蔵タンク及
び重油タンクエリア

爆発
領域 有炎⽕災

防爆型熱感知器
（感度︓温度80、100℃）

防爆型炎感知器※2

（炎の⾚外線波⻑を感知）
防爆機能を有する⽕災感知器として

アナログ式でない熱感知器をタンク内部に設置 防爆機能を有する炎感知器を設置

使⽤済燃料ピットエリ
ア及び新燃料貯蔵庫

エリア
⾼天井 無炎⽕災

有炎⽕災

煙感知器
（感度︓煙濃度10%）

炎感知器（⾚外線）
（炎の⾚外線波⻑を感知）

炎が⽣じる前の発煙段階から感知できる煙感知器を
設置 炎の⾚外線を感知する炎感知器（⾚外線）を設置

︓⽕災防護審査基準改正に伴う追加感知器

参考２

※2︓感知器と同等の機能を有する機器※1︓屋外においては、有炎⽕災を有効に感知する感知器の組み合わせで対応する。



23各エリアにおける考慮事項の整理について

⽕災感知器の設置場所

考慮事項 参考

⾼天井※１
環境条件 設備の

設置状況※５ ⼀般エリア※６
屋外※２ ⾼放射線※３ 発⽕性⼜は引⽕

性雰囲気※４

（ａ）原⼦炉格納容器 〇 〇 〇 〇

（ｂ）海⽔管トンネルエリア 〇 〇

（ｃ）燃料油貯蔵タンク及び重油タンクエリア 〇

（ｄ）固体廃棄物貯蔵庫 〇 〇

（ｅ）⾼放射線エリア
（原⼦炉格納容器及び固体廃棄物貯蔵庫を除く。） 〇

（ｆ）海⽔ポンプエリア 〇

（ｇ）空冷式⾮常⽤発電装置エリア 〇

（ｈ）使⽤済燃料ピットエリア及び新燃料貯蔵庫エリア 〇 〇

参考３

※１︓⾼天井エリアは、消防法施⾏規則第23条第4項第⼀号イにおける煙感知器と熱感知器の設置除外箇所に該当することから、アナログ式でない炎感知器を設置した
上で、アナログ式の感知器を発⽕源となり得る設備の近傍に設置する。

※２︓屋外エリアは、⽕災による煙は周囲に拡散し、煙感知器による⽕災感知は困難であることから、アナログ式の熱感知器とアナログ式でない炎感知器を選定する。（感知
器と同等機能を有する機器を含む。）

※３︓⾼放射線エリアは、アナログ式の⽕災感知器の放射線の影響による故障が想定される。このため、⽕災感知器の故障を防⽌する観点から、アナログ式でない⽕災感知
器を選定する。

※４︓発⽕性⼜は引⽕性の雰囲気を形成するおそれのある場所は、⽕災感知器が着⽕源とならないように、アナログ式でない防爆型の⽕災感知器を選定する。
※５︓広範囲に敷設されたケーブルに対する⽕災感知器には、⻑距離の⽕災感知に適しておりアナログ式の熱感知器と同等の機能を有する光ファイバーケーブルを選定する。
※６︓アナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感知器⼜はアナログ式でない炎感知器から異なる種類の⽕災感知器を組み合わせて設置する。
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 3.6「設⼯認における調達管理の⽅法」について詳細を以下に⽰す。
 協⼒会社への調達要求となる仕様書に「消防法施⾏規則の遵守」、「消防設備⼠の要求」、「記録の提出」を明記し、⼯事を発注する。

⼤飯3号機 設⼯認申請書添付資料抜粋「設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書（O3-添4-1-33〜37）」

3.6.3  調達製品の調達管理

〜中略〜

(1) 仕様書の作成

調達を主管する箇所の⻑は、業務の内容に応じ、以下のa〜oを記載した仕様書を作成し、供給者の業務実施状況を適切に管理※する。（「3.6.3(2) 調達製品の管理」
参照）

〜中略〜

c. 製品、⼿順、プロセス及び設備の承認に関する以下の要求事項（出荷許可の⽅法を含む。）

(a) 法令、基準、規格、仕様、図⾯、プロセス要求事項等の技術⽂書の引⽤

(b) 当社の承認を必要とする範囲（⼿順、プロセス等）

(c) 適⽤する法令、基準、規格等への適合性及び技術的な妥当性等を保証するために必要な要求事項

(d) グレード分け（添付1「当社におけるグレード分けの考え⽅」参照）に応じた性能、機能、設計のインターフェイス、材料・部品、

製作、据付、検査・試験、洗浄、保管、取扱い、梱包、運転上の要求事項等の要求の範囲・程度

(e) 主要部材の品名・仕様（⼨法・材質等）、数量

(f) 部材の保存に関する要求事項

(g) 検査・試験に関する要求事項

(h) 特殊な装置等を取り扱う場合、装置等を安全かつ適正に使⽤するために必要な設備の機能・取扱⽅法

(i) 設備が安全かつ適正に機能するために必要な運転操作、並びに保守及び保管における注意・考慮すべき事項

d. 要員の適格性確認に関する要求事項

〜中略〜

j. 調達製品を当社に引き渡す場合における調達要求事項への適合の証拠となる記録の提出に関する要求事項

〜中略〜

参考４
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3.6.3  調達製品の調達管理

〜中略〜

(3) 調達製品の検証
調達を主管する箇所の⻑は、調達製品が調達要求事項を満たしていることを確実にするために、グレード分けの区分、調達数量、調達内容等を考慮した調達製品の検証を⾏う。
なお、供給者先で検証を実施する場合、あらかじめ仕様書で検証の要領及び調達製品のリリースの⽅法を明確にした上で、検証を⾏う。
また、調達を主管する箇所の⻑は、調達製品が調達要求事項を満たしていることを確認するために実施する検証を、以下のいずれか1つ以上の⽅法により実施する。

a. 検査・試験

調達を主管する箇所の⻑⼜は検査を担当する箇所の⻑は、｢検査･試験通達｣に基づき⼯場⼜は発電所で検査・試験を実施する。
調達を主管する箇所の⻑⼜は検査を担当する箇所の⻑は、検査・試験のうち、当社が⽴会⼜は記録確認を⾏う検査・試験に関して、以下の項⽬のうち必要な項⽬を含む要領
書を供給者に提出させ、それを事前に審査し、承認した上で、その要領書に基づく検査・試験を実施する。

・対象機器名（品名） ・検査・試験項⽬ ・適⽤法令、基準、規格 ・検査・試験装置仕様 ・検査・試験の⽅法、⼿順、記録項⽬

・品質管理員における作業記録、作業実施状況、検査データの確認時期、頻度 ・準備内容及び復旧内容の整合性 ・判定基準 ・検査・試験成績書の様式

・測定機器、試験装置の校正 ・検査員の資格

調達を主管する箇所の⻑⼜は検査を担当する箇所の⻑は、設⼯認に基づく使⽤前事業者検査として必要な検査・試験を適合性確認対象設備ごとに実施⼜は計画し、
設備のグレード分けの区分に応じて管理の程度を決めたのち、「3.5.5  使⽤前事業者検査の実施」に基づき実施する。

〜中略〜

c. 記録の確認

調達を主管する箇所の⻑⼜は検査を担当する箇所の⻑は、⼯事記録等調達した役務の実施状況を確認できる書類により検証を⾏う。

d. 報告書の確認

調達を主管する箇所の⻑⼜は検査を担当する箇所の⻑は、調達した役務に関する実施結果を取りまとめた報告書の内容を確認することにより検証を⾏う。

e. 作業中のコミュニケーション等

調達を主管する箇所の⻑⼜は検査を担当する箇所の⻑は、調達した役務の実施中に、適宜コミュニケーションを実施すること及び⽴会等を実施することにより検証を⾏う。

〜中略〜

⼤飯3号機 設⼯認申請書添付資料抜粋「設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書（O3-添4-1-33〜37）」

 3.6.3「設⼯認における調達管理の⽅法」について詳細を以下に⽰す。
 調達製品の検証として、 「消防法施⾏規則への遵守」、「消防設備⼠の資格」、「記録」の検証を明記し、関電が「⼯事実績の確認」を⾏う。

参考４
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3.7  記録、識別管理、トレーサビリティ

3.7.1  ⽂書及び記録の管理
(1) 適合性確認対象設備の設計、⼯事及び検査に係る⽂書及び記録
「3.1  設計、⼯事及び検査に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。）」の第3.1-1表に⽰す各プ
ロセスを主管する箇所の⻑は、設計、⼯事及び検査に係る⽂書及び記録を、保安規定品質マネジメントシステ
ム計画に⽰す規定⽂書に基づき作成し、これらを「原⼦⼒部⾨における⽂書・記録管理通達」に基づき管理す
る。
設⼯認に係る主な記録の品質マネジメントシステム上の位置付けを第3.7-1表に⽰すとともに、技術基準規則
等ヘの適合性を確保するための活動に⽤いる⽂書及び記録を第3.7-1図に⽰す。
(2) 供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計、⼯事及び検査に⽤いる場合の管理
設⼯認において供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計、⼯事及び検査に⽤いる場合、当社が供
給者評価等により品質マネジメントシステム体制を確認した供給者で、かつ、対象設備の設計を実施した供給
者が所有する設計当時から現在に⾄るまでの品質が確認された設計図書を、当該設備として識別が可能な場合
において、適⽤可能な設計図書として扱う。
この供給者が所有する設計図書は、当社の⽂書管理下で第3.7-1表に⽰す記録として管理する。
当該設備に関する設計図書がない場合で、代替可能な設計図書が存在する場合、供給者の品質マネジメントシ
ステム体制を確認して当該設計図書の設計当時から現在に⾄るまでの品質を確認し、設⼯認に対する適合性を
保証するための設計図書として⽤いる。
(3) 使⽤前事業者検査に⽤いる⽂書及び記録
検査を担当する箇所の⻑は、使⽤前事業者検査として、記録確認検査を実施する場合、第3.7-1表に⽰す記録
を⽤いて実施する。
なお、適合性確認対象設備のうち、既に⼯事を着⼿し設⼯認申請（届出）時点で⼯事を継続している設備、並
びに添付1「当社におけるグレード分けの考え⽅」の「別表1(2/2)」に⽰すSA可搬（購⼊のみ）の設備に対し
て記録確認検査を実施する場合は、検査に⽤いる⽂書及び記録の内容が、使⽤前事業者検査時の適合性確認対
象設備の状態を⽰すものであること（型番の照合、確認できる記載内容の照合⼜は作成当時のプロセスが適切
であること。）を確認することにより、使⽤前事業者検査に⽤いる記録として利⽤する。

⼤飯3号機 設⼯認申請書添付資料抜粋「設計及び⼯事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書（O3-添4-1-38〜40）」

 第3.2-1図のうち対象設備の現状（⼯事実績）に関係する事項について以下の通り⽰す。
 使⽤前事業者検査のインプットとして、「完成図書」、「供給者から⼊⼿した⽂書・記録」が明記されている。

参考４


